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ごあいさつ
このたび、アジア太平洋地域の11の主要経済地域における電力市場の概要をこの「アジア 
太平洋における主要電力市場のスナップショット」としてご提供する運びとなりました。

このガイドブックは、弊事務所主催による「アジア太平洋電力アカデミー」にて実施された 
電力プロジェクトの開発やファイナンスに関するワークショップ等に基づき、作り上げられ 
ました。

この2016年版では、新たな政策・規制、ビジネスチャンス、プロジェクト開発、近時の案 
件に関する項目を加えました。

各「スナップショット」はそれぞれの地域を管轄として電力案件に助言を提供する弊事務所 
の専門家が、各市場の現況に対する知識を統合して作成したものです。

皆様が各国の電力市場への投資に向けて主な課題や動向をご検討される際に、このガイドブ 
ックをお役立ていただきましたら幸甚に存じます。

ご質問、ご相談等ございましたら、どうぞご連絡ください。連絡先については、このガイド 
ブック巻末をご参照ください。

アン・ハン 
パートナー

ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国法共同事業） 
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アジア太平洋における 
主要電力市場のスナップショット

（市場モデル別）

* 黄色で囲っている部分は共通
事業者を表す。

Generator (Gen) = 発電事業者、Transmitter = 送電事業者、Distributor (Dist) = 配電事業者、 
Retailer (Ret) = 小売事業者、IPP = 独立系発電事業者、 
Wholesale Purchasing Agent = 卸売電力購入者、Customer (Cust) = 顧客

市場モデル1:

主に政府や地域独占の公共企業が発電、送配電及び小売業のすべてを担う最も規制されてい
る市場モデル。

市場モデル2:

民間企業が発電事業を行い、売電契約によって国営公益企業に売電する、規制がやや緩和さ
れている市場モデル。その後、国営公益企業は、地方自治体又は公営の配電事業者や小売事
業者に送電し、これら送電を受けた自治体・事業者が、現地市場に電力を供給する。

市場モデル3:

民間発電事業者やIPPが、発電した電力を国営の送電事業者又は地方自治体若しくは公営の配
電事業者、小売事業者に売電でき、その後、これら買電を行った自治体・事業者が現地市場
に電力を供給する、さらに規制が緩和された市場モデル。

市場モデル4:

発電事業、送電事業、配電事業及び小売事業を異なる事業者（民間企業又は民営化に移行さ
れつつある事業体）が行い、自由に取引することのできる自由化された市場モデル。



オーストラリア
設備容量：  
56,863 MW1 + 4,900 MW （自家発電）
電力市場モデル：  
モデル 4
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1	 この数値は、National Electricity Market (NEM)とSouth West Interconnected Systems (SWIS)の合計容量である。NEMは、クイーンズランド、ニューサウスウェールズ、ビクトリア、サウスオーストラリア、タスマニアから構成され、51,363 MW
の容量がある。SWISは西オーストラリアの南部を占め、およそ5,500 MWの容量がある。

新たな政策・規制

•	オーストラリアの再
生可能エネルギー目
標（RET）が2015年6
月に見直され、2020
年の目標値が41,000 
GWhから33,000 GWh
に変更された。2020
年までにおよそ
23.5%の電力発電が
再生可能エネルギー
によることになる。

•	オーストラリアの炭
素価格制度が2015
年7月に廃止され、
代わりに排出量削減
基金（ERF）が導入
された。ERFはAUD 
2.55 billionのリバ
ースオークション基
金で、オーストラリ
アにおける炭素排出
を削減するプロジェ
クトに資金を提供す
る。

•	連邦政府は2015年4
月にエネルギー白書
を発表した。この白

書は今後のエネルギ
ー政策を示す重要
な資料である。主な
テーマは、競争の促
進、エネルギー生産
性の増加、そしてエ
ネルギーの未来への
投資である。

•	ニューサウスウェー
ルズ政府は、2015年
3月の選挙後に配電
網を民営化するとし
た。クイーンズラン
ド政府は、2015年前
半に行われた選挙結
果に基づき、上記と
同様の民営化案を保
留するとした。

近時の案件

•	ニューサウスウェー
ルズ政府は次のよう
な設備を売却した。

→	Macquarie 
Generationの石
炭火力発電設備
をAGL Energy に
USD 1.5 billionで
売却

営化により同政府
はAUD 20 billionの
収益を得ると予想
されている。

•	見直されたRETに
よって、2020年ま
でに新たに約6,000 
MWの再生可能エネ
ルギー設備容量が
必要とされる。今
後5年間で30件から
50件の大規模プロ
ジェクトが必要で
あり、新たにAUD 
40 billionの投資が
必要であると予想
される。

•	2015年8月、ACT政
府は2度目の風力
発電オークション
を発表した。2015
年末までに実施さ
れ、約200 MWの風
力容量とされる。
リバースオークシ
ョン方式で実施さ
れ、政府が落札者
に対して固定買取
価格を与える。

•	クイーンズランド
は、州の南西部
11,000 km2 におけ
る新規LNG探査のた
め入札を実施する。

•	屋根用太陽光発電が
急速に広がってい
る。従来は住宅用が
主流であったが、商
業用のものについて
も関心が高まってい
る。技術が向上すれ
ば蓄電量も上昇して
いくはずである。

•	IFM Investorsは
Pacific Hydroの権益
を約AUD 2 billionで
売却しようとしてい
る。Pacific Hydroの
全世界収益のうちオ
ーストラリアの資産
は約40%を占める。
入札に向けて複数
の当事者が準備して
いると報道されてい
る。

→	667 MW規模の
Colongraガス火
力発電所をSnowy 
HydroにUSD 190 
millionで売却

•	ACT政府は200 MW
規模の風力発電につ
いてオークションを
実施した。これによ
り、3件のプロジェ
クトが20年間の固定
買取価格を与えられ
た。

•	クイーンズランドで
は近年、数々の大
型LNGプロジェクト
が立ち上がってい
る。BG Groupによる
Curtis IslandのUSD 
20.4 billionプロジェ
クトもその1つであ
る。

ビジネスチャンス

•	ニューサウスウェー
ルズ政府は、配電イ
ンフラの49%を運営
する法人を99年間リ
ースで提供する。民

プロジェクト開発

•	Australian Energy 
Regulatorは、屋根用
太陽光発電において
ライセンス取得を免
除するための指針を
設けている。

•	オーストラリアでは
ここ数年、電気の需
要が減少している。
電気料金の高騰、エ
ネルギー効率の向
上、屋根用太陽光発
電の普及、主要な電
気消費者の撤退など
が理由である。NEM
によれば、2022年ま
でに4,550 MW分の容
量が減少する。

•	規制機関では、消費
者が電気効率を向上
できるように、価格
やメーターに関する
規制体系の改革を検
討している。

•	外国からの投資に関
する規制が2015年12
月に改定された。

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



市場の展望

•	今後の投資は再生可
能エネルギー、特に
風力と太陽光に集中
すると予測される。
ベースロード電源へ
の投資は主にガス火
力が対象となる可能
性が高い。

•	過去数年間、主に電
気料金の高騰、エネ
ルギー効率の向上、
屋根用太陽光発電の
普及、主要な電気消
費者の撤退（複数の
アルミニウム製錬所
の閉鎖等）によって
電力の需要が低下傾
向にある。

•	一部の州では、送電
網を民営化している
か、またはその検討
をしている。

•	石炭火力発電所のい
くつかが廃炉・使用
停止となり、また石
炭・ガスプロジェク
ト案のいくつかが廃
止された。

•	LNG輸出ターミナル
への多額な投資が、
特にクイーンズラン
ドで行われている

入札の規制

•	多くの州で発電事業
はすでに民営化され
ているため、基本的
に入札規制は存在し
ない。

外資系企業が直面す
る問題

•	エネルギー市場は厳
しく規制されてい
る。電気会社の垂直
統合があまり見られ
ず、商業的な市場で
あるといえる。

•	リベートや買取価格
が変更される可能性
がある。またCEFCや
ARENAの今後の動向
が不明瞭である。

•	資金調達に必須であ
る売電契約の確保が
困難である。現在利
用できるプロジェク
トファイナンスは限
定的または高額であ
る。

•	東部の電力需給は
過去数年、低下傾
向にある 。

開発業者が直面す
る問題

•	過剰容量と電力需
要低下により資金
不足となる可能性
がある。

•	小売市場を支配し
ている小売業者と
の売電契約交渉は
難しい。

•	最近、風力発電を
実施できる区域を
制限する州が出て
おり、風力発電に
反対する地域住民
も存在する。また
ガス探査に法規制
を課す州もある。

•	系統連系に多大な
コストがかかる。

主な事業者

国内

•	 AGL、Origin Energy、ERM Powerなど
の統合電力事業者

•	 Stanwell Corporation、Synergyなどの
大規模火力発電事業者

•	 SnowyHydro、HydroTasmania、Infigen 
Energyなどの再生可能エネルギー発電
事業者

外資

•	 EnergyAustralia、GDF Suezなどの
統合小売事業者

•	 RATCH Australiaなどの大規模火力
発電事業者

•	 Neoen、Fotowatio Renewable 
Ventures、Union Fenosa Wind 
Australia、Teslaなどの再生可能エ
ネルギープロジェクト開発業者

•	 GE、Siemens、Goldwindなどのタ
ービン製造者
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オーストラリア
設備容量：  
56,863 MW + 4,900 MW （自家発電）
電力市場モデル：  
モデル 4
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新たな政策・規制

•	インド政府
は、2022年までに
再生可能エネルギ
ーで175,000 MW
を目標にするこ
とを発表した。そ
のうち、太陽光が
100,000 MW、風力
が60,000 MW、バ
イオマスが10,000 
MW、小規模水力
が5,000 MWをそれ
ぞれ占める予定で
ある。

•	Coal Mines 
(Special 
Provisions) 
Ordinance 2014に
従い、政府は石炭
ブロック配分の
オークションを
2015年に3回実施
した。今までのと
ころ、34件の石炭
ブロックがオーク

ションに出され
た。それ以外の
石炭ブロックは
NTPC LtdやSteel  
Authority of India 
Ltd (SAIL)などの
国営企業に与えら
れた。

•	政府は、液化天然
ガス（LNG）の輸
入に対して補助金
を交付することを
検討している。

•	送電・配電の問題
に対処するため、
約USD 35 billion
の投資が提案され
ている。そのうち
USD 19 billionは
国営のPower Grid 
Corporation of 
Indiaが拠出する予
定である

ポール）を獲得
する契約を締結
した。

•	Enel Green Power
は、風力・太陽
光発電事業者で
あるBLP Energy
の過半数株式を
EUR 30 millionで
獲得した。

•	ソフトバンクは、
インドで合計20 
GWの太陽光プロ
ジェクトを開発
するためUSD 20 
billionを投資す
ると発表した。
インドのBharti 
Enterprisesと
台湾のFoxconn 
Technology Group
との共同投資で
ある。

•	SunEdison 
Inc.は、インドで
合計15 GWの太陽

光・風力発電プ
ロジェクトを開発
するため、2020
年までにUSD 15 
billionを投資す
る計画である。
またSunEdison
は、太陽光発電設
備を製造するた
め、Adani Group
との合弁事業にお
よそUSD 2 billion
を投資する。

ビジネスチャンス

•	2000年4月から
2015年5月までの
間、インドの電力
分野への外国直接
投資はおよそUSD 
9.7 billionであっ
た。

•	政府が2022年ま
でに再生可能エネ
ルギーで175,000 
MWを目標にする

1	 ただし、実質上、電力買取の大部分は1社によって行われる。

近時の案件

•	Jaiprakash 
Power Ventures 
Ltd (JPVL)は、2
件の水力発電プ
ロジェクトを
JSW Energyに
USD 1.5 billionで
売却することに
合意した。

•	JSW Energy
は、500 MW
の火力発電
をJaiprakash 
Power Ventures
から約USD 528 
millionで購入す
ることに合意し
た。

•	SunEdison
は、242 MW
の風力設備な
どを保有する
Continuum Wind 
Energy（シンガ

と発表したため、
投資機会は主に再
生可能エネルギー
の分野となると予
想される。  

プロジェクト開発

•	再生可能エネルギ
ーを奨励する政策
を発表した以外
は、大きな変化は
ない。

•	国営の配電企業
はおよそUSD 39 
billionの赤字であ
る。

•	政策・規制の確実
性、財政政策の安
定性および法的枠
組みの予測可能性
は今も課題であ
る。

インド
設備容量：  
278,733.62 MW (ただし、そのうち
108,107.67 MW（39%）は民間) 
電力市場モデル：  
モデル 31
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市場の展望

•	電気需要の増加
は、2017年まで毎年
10-12%と予測されて
いる。

•	2017年までに合計
88,000 MWの電力を追
加する計画である。

•	ガスの供給不足が続
いている。ガスによ
る発電容量はおよそ
27,123 MWであるもの
の、そのうち14,305 
MW分が稼働していな
い（つまり発電所稼
働率（PLF）がゼロで
ある）。

入札の規制

•	政府は、Power 
Finance Corporation
を通して、それぞれ
4000 MW規模の超大
型発電プロジェクト
（UMPP）を立案し
た。今までに4件の
UMPPが承認された。
今後はさらに12件を
予定している。5件に

ついてはオークション
にかける計画を発表し
た。

•	国営企業による電力買
取は入札を経て決めら
れる。ただし、水力と
再生可能エネルギーを
除く。

外資系企業が直面す
る問題

•	電力分野における次の
事業については、外国
直接投資は100%まで
認められている。

→	水力、石炭、石油
およびガスによる
発電と配電

→	再生可能・非従来
型エネルギーの発
電と配電

→	家庭、工業、商
業、その他の消費
者への配電

→	電力取引

•	外資系企業が直面する
主な問題は、インドの
国内企業と基本的には
同じである。

開発業者が直面する
問題

•	送電・配電による
平均損失が、合計
発電量の25%を超え
る。発展途上国では
通常、15%以下であ
る。

•	石炭は最もよく使用
される燃料である
が、国内では供給能
力が低い。輸入は安
定しているが値段が
高い。

•	ガスはインフラが不
足している。そのた
めインドの発電業者
にガスを届けるには
比較的コストがかか
る。

•	送電・配電の大部分
は国営企業の独占と
なっており、参入に
はハードルが高い。
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国内

•	 National Thermal Power  Corporation  
Limited (NTPC)（国営・発電）

•	 State Electricity Boards (SEBs)
•	 Power Grid Corporation of India（国営・送電）
•	 Adani Power（民間・統合電力）
•	 Tata Power（民間・発電）
•	 Reliance Power

外資

•	 AES（アメリカ）
•	 China Light and Power (CLP)（中国）

主な事業者

インド
設備容量：  
278,733.62 MW (ただし、そのうち
108,107.67 MW（39%）は民間) 
電力市場モデル：  
モデル 31
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新たな政策・規制

•	2015年4月、ジョコ
大統領は、2019年
までに35,000 MWに
相当する発電プロジ
ェクトを開発する計
画を発表した。この
計画は、PLNの2015
年－2024年電力供給
事業計画にも含まれ
ている。この計画の
ために必要な投資額
はIDR 1,100 trillionに
も上ると推定されて
いる。

•	2014年9月、新しい
地熱法が施行され
た。新法により、地
熱活動は保護林地
域でも行えるよう
になった。また新法
は、地熱発電のラ
イセンス権限をエ
ネルギー鉱物資源省
（MEMR）に集中さ
せた。

•	2010年に導入された
第2回ファストトラ
ック電力プログラム
は2019年12月31まで

延長された。同プロ
グラムが対象とする
のは、地熱や水力な
どの再生可能エネル
ギー発電所、効率
性を向上させた石炭
火力発電所、および
ガス火力発電所であ
る。

•	2015年、MEMR
は、PLNによる直接
指名手続きに関する
規則を策定した。ま
た同時に、電力託送
に関する規制も策定
した。この新規則に
より、電力供給者が
入札なしに電力供給
について協力しあう
ことができるように
なった。

•	2015年6月29
日、MEMRは、小規
模水力発電プロジェ
クト（容量10 MW
以下）に関する新し
い固定買取価格制
度（FIT）を導入し
た。新制度では、固
定買取価格がアメリ

初めての風力発電所
売電契約である。

•	Sumsel-10の
600MW（1基）産炭
地石炭火力発電プロ
ジェクトは、インド
ネシアで最大の産炭
地火力プロジェクト
である。官民パート
ナーシップの手法
が取り入れられてい
る。

•	Hasangの13MW（3
基）流れ込み式水力
発電プロジェクトで
は、2015年8月19日
に売電契約が締結さ
れた。 

ビジネスチャンス

•	ジョコ大統領は
2014年に就任以
来、電力分野を含む
インフラ整備計画を
発表している。

•	35,000 MWプログラ
ムの導入と第2回フ
ァストトラック電力
プログラムの延長
は、独立発電事業者

（IPP）に多くの機
会をもたらすと期
待されている。

•	PLNはガス火力発
電所を調達する計
画を発表した。

•	政府は、地熱、風
力、水力などの再
生可能エネルギー
を支援するとして
いる。

プロジェクト開発

•	2015年6月、インド
ネシア銀行は、イ
ンドネシア国内で
の取引では原則と
してルピアの使用
を要求するものと
した。ただし、「
戦略的インフラプ
ロジェクト」であ
れば、インドネシ
ア銀行の承認を得
る限り、例外的に
上記から免除され
る。しかし、いま
だに免除のための
手続きが明らかに
なっていない。

1	 国営のPLNが発電・送電・配電を担う。PLNはIPPなどからも電力を購入している。

カドルを基準とされ
ており、一般的に価
格は上昇するものと
期待されている。 

近時の案件

•	Rajamandalaの
47 MW（1基）水
力発電プロジェク
トでは、インドネ
シア政府からの保
証なしにリミテッ
ドリコースファイ
ナンスを受けた。
本プロジェクトの
保証はMultilateral 
Investment 
Guarantee Agency 
（MIGA）が提供し
ている。また本プ
ロジェクトのスポ
ンサーは、関西電
力とPT Indonesia 
Power（PLNの子会
社）である。

•	Samasの50 MW風力
発電プロジェクトで
は、2015年5月に売
電契約が締結され
た。インドネシアで

•	2015年7月15日、大
統領は、インフラフ
ァイナンスに関し
て中央政府保証を提
供する新しい規則を
制定した。この保証
は、JBIC、ADB、世
界銀行などの国際的
な開発融資機関に対
して差し出すことが
できる。

•	土地取得法に基
づくPresidential 
Regulation No.71 of 
2012が新しく制定さ
れた。これにより、
民間企業による直接
的な土地取得が可能
となった。

•	2015年3月、大統領
は官民パートナーシ
ップ（PPP）に関す
る新しい規則を定め
た。これにより、電
力発電所や電力送電
インフラに加え、変
電所の開発でもPPP
を利用できることに
なった。

インドネシア
設備容量：  
53,535 MW
電力市場モデル：  
モデル 21
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市場の展望

•	PLNの事業計画によ
ると、2024年までの
電源構成は次のとお
りである。石炭63.7%
、天然ガス（LNGを
含む）19.2%、地熱
9%、水力6.6%、石油
その他1.5%。

•	インドネシアは世界
有数の石炭輸出国で
ある。政府は産炭地
火力発電プロジェク
トを推進しているよ
うである。

•	インドネシアは地熱
や水力の可能性も秘
めている。政府は小
規模水力発電プロジ
ェクトの固定買取価
格を引き上げ、また
新しい地熱法を制定
した。

•	2015年、電力託送に
関する新しい規則が
制定された。

入札の規制

•	原則としてPLNが入
札を実施する。

•	一定の場合に入札が
免除される。

→	再生可能エネルギ
ー

→	産炭地火力など地
元のエネルギー

→	電力システムの危
機的状況や緊急事
態

→	既存の電力プロジ
ェクトの容量拡張

外資系企業が直面す
る問題

•	PLNは政府からの補
助金を利用してい
る。

•	政府保証は基本的に
利用できない。

•	電力プロジェクトの
種類・規模によって
は、国内EPC事業者
のみが扱うことを許
される。

•	電力プロジェクトに
必要な資材やサービ
スの現地調達率が設
定されている。

開発業者が直面す
る問題

•	主に土地の価格が
原因で土地の取得
が遅れ、フィナン
シャルクローズや
プロジェクト完成
が遅れる可能性が
ある。

•	多くの場合、スポ
ンサー契約によ
り、CODから最低5
年間、プロジェク
ト会社の株主構成
を変更できない。
そのため、プロ
ジェクトからの早
期撤退が制限され
る。

•	主に森林省の官僚
的な組織体質が原
因で、森林開発許
可の取得が遅れる
ことがある。
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インドネシア
設備容量：  
53,535 MW
電力市場モデル：  
モデル 2

主な事業者

外資

•	 三菱、丸紅、住友、三井、J-
POWER、伊藤忠、九州電力などの
日本企業

•	 Korea Midland Power, 韓国電力, 
Posco、Samtanなどの韓国企業

•	 GDF-Suezなどのヨーロッパ企業
•	 Chevronなどのアメリカ企業
•	 Tata Power、Madhuconなどのイン

ド企業
•	 China Huadianなどの中国企業

国内

•	 PLN（国有電力会社で
あり、発電・送電・配
電を担う）

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



新たな政策・規制

•	2012年7月に導入され
た再生可能エネルギ
ーの固定買取価格制
度（FIT）により、商
業用太陽光発電が大
幅に普及した。一方
で、一部の地域では
電力系統の許容量を
超えることとなった
ため、2015年1月から
指定地域で無制限・
無補償の出力抑制が
可能となった。

•	電力システム改革の
第1段階として2015年
4月に電力広域的運営
推進機関が設立され
た。区域を越えて電
力需給を管理するた
めである。2016年に
は第2段階として小売
全面自由化が、そし
て2020年には第3段階
として送配電分野の
法的分離がそれぞれ
予定されている。

•	2015年7月、経済産
業省は2030年時点
の望ましい電源構成
（ベストミックス）
案を公表した。同案
では、原子力発電の
割合を福島原発事故
以前のレベルに近い
20-22%に増やし、再
生可能エネルギーの
割合を現在の倍であ
る22-24%に増やすこ
ととしている。

近時の案件

•	大規模太陽光発電 
（メガソーラー）が
数多く建設されて
いる。2015年、100 
MWを超えるメガソ
ーラーが運転を開始
した。400 MW超の
メガソーラーも建設
が予定されている。

•	石炭火力発電所の建
設が数多く予定さ
れている。2015年4
月、40基以上の建設
計画があるとの報道
がなされた。

•	バイオマス、地熱そ
の他の再生可能エネ
ルギーの事業に参入
することが考えられ
る。これらの固定買
取価格は、普及を後
押しするような価格
に設定される見通し
である。

•	自由化される電力
小売市場に参入す
ることが考えられ
る。2016年には一
般電気事業者による
地域独占が撤廃さ
れ、7.5兆円市場が開
放される。外国の電
力小売事業者等が日
本企業との提携を模
索しているとも報道
されている。

プロジェクト開発

•	従前、日本の銀行は
外国企業がスポンサ
ーとなる電力プロジ
ェクト開発への融資
に消極的であった。
しかし、近年、外国

企業がスポンサーと
なっている大規模太
陽光発電であっても
日本の銀行がプロジ
ェクトファイナンス
を提供するようにな
ってきた。この傾向
は今後も続くと予想
される。

•	2015年、北海道、
東北、九州などの指
定地域において無制
限・無補償の出力抑
制が可能となった。
その結果、これらの
地域における太陽光
発電のプロジェクト
開発およびプロジェ
クトファイナンスが
他の地域に比べて難
しくなった。

•	新たに設立された電
力広域的運営推進機
関は周波数変換設
備、地域間連系線等
の送電インフラの増
強に取り組むとして
いる。これが実現す

•	2015年4月、東京電
力と中部電力が合弁
会社JERAの設立を
発表した。JERAは
両電力会社のLNG調
達を請け負うため、
世界でも有数のLNG
買主となる。また
JERAは両電力会社
の海外資産を多く保
有することになるた
め、国際電力市場に
おいて重要なプレー
ヤーとなる。

ビジネスチャンス

•	再生可能エネルギー
の固定買取価格制度
を利用して商業用太
陽光発電事業に参入
することが考えられ
る。すでに多くの外
資系企業が日本での
太陽光発電事業に参
入しており、大規模
案件の建設も進行中
である。

れば、様々な地域で
再生可能エネルギー
のプロジェクト開発
が促進されるであろ
う。2015年9月、電力
広域的運営推進機関
は、東日本と西日本
との間の送電能力を
増強させる計画案を
正式発表した。

•	外国企業が日本で事
業を成功させるには
文化的・言語的な壁
が存在する。しか
し、東京は2020年
に夏季オリンピック
を開催する予定であ
るため、外国からの
訪問者に対してより
友好的になりつつあ
る。この傾向が続け
ば、外国企業が日本
で事業を行うのがよ
り容易になるであろ
う。

日本
設備容量：  
287,000 MW
電力市場モデル：  
モデル 1 からモデル4へ移行中
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市場の展望

•	固定買取価格制度
（FIT）の継続によ
り、再生可能エネルギ
ーのプロジェクト開発
がますます進むであろ
う。

•	電力システム改革が実
施されれば、電力市場
への新規参入が増える
であろう。

•	原子力発電所の閉鎖が
長引けば、従来型発電
所の建設が増えるであ
ろう。

•	外資系企業による電力
市場への参入がますま
す増えるであろう。

入札の規制

•	2012年、資源エネルギ
ー庁は「新しい火力電
源入札の運用に係る指
針」を策定した。これ
により、一般電気事業
者は1MW以上の火力発
電所を新設・増設・リ
プレースしようとする
場合には入札を実施し
なければならなくなっ
た。

•	2015年8月、東京電力
は5つの火力発電所に
ついて落札者を発表
した。東京電力にと
っては2012年に続き
2度目の入札募集であ
る。東京電力は今後
も引き続き入札募集
を行うとしている。 

開発業者が直面する
問題

•	再生可能エネルギー
のプロジェクト開発
では土地に関する問
題に直面することが
多い。

→	農地に関する規制
が厳しく、電力事
業に利用できない
場合がある。

→	林地開発に関する
規制が厳しく、森
林伐採の範囲が制
限される場合があ
る。

→	人口密集や山岳地
帯など日本特有の
問題があり、大規
模な土地を確保す
ることが困難な場
合がある。

•	再生可能エネルギー
のプロジェクト開発
では、土地が送電網
から相当離れている
ことが多い。そのた
め、系統連系のため
の工事費用や工事期
間が多くかかる場合
がある。

•	特に北海道における
再生可能エネルギー
事業は難航してい
る。その理由は、電
力需要の低さ、本州
への送電線容量の少
なさ、出力抑制の適
用などである。 

•	独立発電事業者
（IPP）にとって、
事業開発に適した土
地を確保することや
環境関連の許認可を
取得することが容易
ではない。 
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日本
設備容量：  
287,000 MW
電力市場モデル：  
モデル 1 からモデル4へ移行中

外資

•	 Pacifico、Gestamp Solar、Sun 
Edisonなどの再生可能エネルギー
プロジェクト開発業者

•	 Trina、Yingli、Canadian Solarなど
の太陽電池モジュールメーカー

•	 その他外国の投資ファンドや外国
のEPC事業者など

国内

•	 一般電気事業者10社
•	 J-POWER（電源開発株式会社）
•	 丸紅などの独立発電事業者（IPP）
•	 住友、三菱、日立、三井、シャープ

などのEPC事業者
•	 シャープ、京セラ、パナソニックな

どの太陽電池モジュールメーカー
•	 その他、商業用太陽光発電事業を営

む新規参入事業者

主な事業者

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



新たな政策・規制

•	Centre for 
Regulatory Impact 
Assessment for 
Draft Legislationが
設立された。これ
は、法案が法律に
なる前に、法律制
定による民間企業
への影響を評価す
る機関である。

•	政府は、送電網
を改良・拡張
し、ASEAN諸国の
電力分野の成長と
統合を目指してい
る。ラオス中部と
南部を連結する送
電線は2016年早期
に完成する予定で
ある。

•	エネルギー鉱業省
は、2020年までに
95%の家庭が電気
を使えることを目
標にすると発表し
た（現在は89%）。

近時の案件

•	Xayaburi水力発電プ
ロジェクト

→	最大1,260 MW規
模の水力発電プ
ロジェクトの1つ
である。

→	環境団体からの
批判のため、
プロジェクトは
2012年に一時
中断した。しか
し開発は再開さ
れ、2015年8月時
点で全体の49%の
開発を終えた。

→	プロジェク
トは、Ch. 
Karnchang 
Public Company 
Limited（タイ）
の子会社Xayaburi 
Power  Company 
Limitedによっ
て開発されてい
る。開発費用は

→	2015年末に建設
工事を開始する
予定である。 

ビジネスチャンス

•	政府は、2015年
7月までに、合計
26,147 MWに相当
する375件の水力
プロジェクトへの
投資を承認してき
た。また2019年末
までに45件以上の
水力プロジェクト
の完成を目標とし
ている。

•	政府は、ASEAN
電力系統（「アジ
アの電池」）への
主な電力供給源と
なることを計画し
ている。そのため
に、設備容量を現
在の3,200 MWか
ら2020年時点で
12,500 MWに増やす
ことを目指してい
る。

•	政府は外国投資家
に開かれた政策を
取っている。

•	水力以外にも、ラ
オスはバイオ燃料
について高い可能
性を秘めている。
今でも木材や木炭
など従来からの燃
料が使用されてい
る。

•	ラオスは国内の需
給を賄えるだけの
石炭埋蔵量があ
る。しかし一方
で、石油の埋蔵量
は十分でない。石
油製品はすべて輸
入で賄う必要があ
る（現在、タイか
ら70%、ベトナム
から30%輸入され
ている）。

プロジェクト開発

•	政府は、水力発電
プロジェクトの開
発、実行および監

1	 (a) 発電は大半が民営化されている。(b) 電気の買取は国家が行う。(c) 送電・配電設備は国家（ラオス電力）が所有する。(d) 小売りは国家（ラオス電力）が行う。

推定でUSD 3.8 
billionである。

•	Don Sahongダム 

→	2015年9
月、政府
は、Mega First 
Corporation 
Berhad（マレー
シア）との間の
Don Sahongダム
（260 MW）利
権契約を承認し
た。 

→	このプロジェク
トはメコン河委
員会の了承を
まだ受けてい
ない。同委員会
は、タイ、カン
ボジア、ラオス
およびベトナム
で構成される政
府間組織であ
り、メコン河周
辺の開発を監視
している。

視に関する標準手続
きの策定を進めてい
る。

→	エネルギー鉱業省
は、水力発電など
に関連して世界銀
行から融資を受け
た。そして、法
務、技術、融資お
よび環境のアドバ
イスを政府機関に
提供できる企業を
募集した。

•	政府は環境面への配
慮について次のとお
り厳しく対応してい
る。

→	プロジェクト承認
前に海外の専門家
を雇い、特定の動
物への影響を調査
している。

→	開発業者が主水源
だけでなく近隣の
河川や運河の環境
調査を行うことを
要求している。

ラオス
設備容量：  
3,200 MW
電力市場モデル： 
モデル 21
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市場の展望

•	今後の投資は主に水
力に向けられるであ
ろう。政府は、2015
年8月に357件の水力
発電プロジェクトの
開発を承認した。あ
わせると推定発電容
量は26,145 MWであ
る。

•	政府は、2019年まで
に合計74件の水力発
電プロジェクトを開
発するとしている。 

入札の規制

•	政府は入札を実施し
ていない。事業者は
直接、政府機関に対
して申請する。そし
てケースバイケース
で審査される。

外資系企業が直面す
る問題

•	法令等へのアクセス
が限られている。ま
た各政府機関の発表

資料には不一致があ
り、統一されていな
い。

•	担保権の行使につい
て前例が少ない。

•	法令等の文言が不明
瞭で、解釈が困難な
場合がある。Centre 
for Regulatory Impact 
Assessment for Draft 
Legislationが設立さ
れた後も状況はあま
り変わらない。

開発業者が直面する
問題

•	プロジェクトの現場
からの住民を移住さ
せることは困難であ
る。特に、大規模な
土地を必要とする水
力発電の場合に顕著
となる。

•	環境保護団体からの
反対がある。メコン
河は、湿地動植物の

生息場であり、また
世界的にも有数の内
陸漁業がある。

•	メコン河委員会の
勧告に従う必要が
ある。同委員会
は、1995年にラオ
ス、タイ、カンボジ
アおよびベトナムに
よって設立された。
メコン河の資源を共
同で管理するためで
ある。同委員会から
の勧告に応じるため
に多額の費用を負担
しなければならない
場合がある。
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ラオス
設備容量：  
3,200 MW
電力市場モデル： 
モデル 2

主な事業者

•	 EGAT International Co., Ltd（タイ）
•	 Electricity Generating Public Company 

Limited (EGCO)（タイ）
•	 Ch. Karnchang（タイ）（子会社CK Power  

Public Company Limited）
•	 Ratchburi Electricity  Co.(RATCH)（タイ）
•	 China International Water and Electric 

Corporation（中国）
•	 Sinohydro（中国）
•	 Vietnam-Lao Power Joint Stock Co. (VLPC)

（ベトナム）

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



新たな政策・規制

•	第11回マレーシア
計画3 の導入後、
マレーシアにとっ
て大きな焦点の1つ
が、持続性と回復
力のための「グリ
ーン」な成長であ
る。これには、新
しい再生可能エネ
ルギーの探求、お
よび再生可能エネ
ルギー分野の人的
能力の向上が含ま
れる。

•	マレーシア政府
は、エネルギー助
成金の合理化に取
り組んでいる。市
場原理を基礎とす
るエネルギー価格
への移行も同時に
行われている。

•	バイオマス、バイ
オガスおよび太陽
光に関する固定買

取価格逓減率の見
直しが2015年1月
に発効した。見直
しの目的は、開発
業者にとって再生
可能エネルギーを
より魅力的なもの
とし、かつ技術コ
ストの低下を反映
させることであ
る。

近時の案件

•	IPP Project 
4A（1,000 MW
から1,400 MW
規模の火力発電
所）は、Tenaga 
Nasional Berhad 
(TNB)とSIPP 
Energyのコンソー
シアムに与えられ
た。

•	IPP Project 
4B（2,000 MW規
模の火力発電所）

る。ただし、外資
系企業は49%の持分
制限がある。

•	政府は原子力発電
の利用を検討して
いる。仮に原子力
発電の利用が採用
された場合、原子
力発電の専門性を
有する外資系企業
の関与が不可欠と
なる。

•	サラワク州政府
は、豊富な水力を
活用できるよう
に、数基のダム建
設を計画してい
る。

•	グリーンテクノロ
ジー基金が開設さ
れた。これは、グ
リーンテクノロジ
ーの供給と使用を
向上させるための
MYR 3.5 billionの基
金である。

•	マレーシア政府
は、2016年度か
ら毎年、200 MW
規模の太陽光発電
所の開発を模索し
ている。太陽光発
電プロジェクトに
おいて、大規模な
割当オークション
の導入を検討して
いる。

プロジェクト開発

•	大型IPPプロジェ
クトへの外資制
限は緩和されたと
みられている。
外資系企業は以
前、IPP会社の持
分を30%までしか
保有できなかった
が、今では49%ま
で保有できるとさ
れている。

•	グリーンテクノロ
ジー基金の満了時
期が2015年12月

1	 2014年末時点で、マレー半島：21, 060 MW、サバ州：1, 404 MW、サラワク州：3, 523 MWという構成である。
2	 発電のみがIPPに開かれている。
3	 マレーシア計画とは、5年ごとに見直される、国の経済発展計画である。

は、1Malaysia 
Development 
Berhad (1MDB)に
与えられた。

•	1MDBが持つ
Project 3Bの権益
をTNBに売却し
た。Project 3Bは
もともと入札を経
て1MDBと三井物
産のコンソーシア
ムに与えられたも
のである。外資系
企業が関与したマ
レーシア初のIPP
プロジェクトであ
る。

ビジネスチャンス

•	再生可能エネルギ
ー分野は徐々に拡
大している。新し
い固定買取価格制
度（FIT）のもと
では、容量割当が
年に2回発行され

31日から2017年12
月31日に延長され
た。

•	政府は、再生可能
エネルギーの開発
に取り組んでい
る。特に年間100 
MW分のネットメ
ータリング（余剰
買取）を認める予
定である。ネット
メータリングで
は、太陽光で発電
した電力を自家消
費し、余剰分を電
力会社に売ること
ができる。マレー
シアで電気を多く
消費する外資系企
業（工場など）に
とっては有効な経
費削減策になり得
る。

マレーシア
設備容量：  
25,987 MW1

電力市場モデル：  
モデル 22
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市場の展望

•	今後は太陽光を中
心に再生可能エネ
ルギープロジェクト
の開発が進むであろ
う。2020年までに
総発電量の11%（約
2,080 MW）を再生
可能エネルギーで賄
うことを目指してい
る。

•	政府は、太陽光発電
のほか、地熱発電も
固定買取価格制度に
含むことを検討して
いるが、詳細は未定
である。

入札の規制

•	入札の主な条件は、
国内資本の参加であ
る。近年のIPP入札
においては、外国資
本の株式保有比率は
49%以下しか認めら
れていない。

外資系企業が直面す
る問題

•	外資系企業による土
地の所有に制限があ

る。たとえば、外資
系企業が一部保有す
るIPPは土地をリー
スしなければならな
い。

•	IPPに対する外資系
企業の保有率は49%
までに制限されてい
る。

•	特に政治不可抗力や
インフレ回避といっ
たリスクの分散は、
外資系信用調査機関
にとって障害となり
うる。

•	マレーシアのエ
ネルギー規制局
（Suruhanjaya 
Tenaga）による落
札者の選出方法が
不明瞭である。たと
えば、最低価格を提
案した入札希望者が
必ず落札するとは限
らず、直接交渉によ
る落札も見受けられ
る。

開発業者が直面する
問題

•	電力プロジェクトに
対する法的な保護に
ついては、特に実質
的な変更点はない。

•	TNBとの売電契約の
内容はほぼ交渉不可
能である。

•	石炭火力に関し
て、TNBはオフテー
カーであると共に、
子会社を介した石炭
供給者でもある。第
三者から仕入れた石
炭供給の高コストを
パススルーできると
いう保証はない。

•	国際的な銀行や対外
輸出信用機関から融
資を確保することが
困難となっている。
しかし、ローンや債
券市場を通して資金
調達することは比較
的容易である。
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外資

•	 三井物産
•	 SunEdison
•	 First Solar

国内

•	 TNB
•	 Malakoff 
•	 1MDB

主な事業者

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット

マレーシア
設備容量：  
25,987 MW1

電力市場モデル：  
モデル 2



新たな政策・規制

•	ミャンマー
の電化率はお
よそ33%であ
る。2030年まで
に100%にするこ
とを目標として
いる。

•	新しい電気法が
2014年に制定さ
れた。発電、送
電および配電の
事業が区別され
ている。承認を
取れればこれら
の事業を行うこ
とができる。

•	新しい電気法
はElectricity 
Regulatory 
Commission 
(ERC)を設立し
た。ERCは電
気に関する政

策を作り、価格
を決め、省庁へ
提言し、基準を
作り、監査を行
う。

•	入札の枠組みを
作るために、ミ
ャンマーはADBに
よる多国間支援
を受けている。
世界銀行や国
際金融公社も資
金を拠出してい
る。

近時の案件 

•	Sembcorp
が、225 MW規
模のガス火力発
電所の運転と
開発を落札し
た。この入札
は、Myanmar 
Electric Power  
Enterpriseが募集
を行い、IFCがプ

いずれの売電契
約も契約期間は5
年である。

ビジネスチャンス

•	2030年までに、
電力需要は9,100 
MW～14,542 MW
になり、設備容
量として23,600 
MWが必要になる
と予想されてい
る。なお、予備
容量が比較的高
いのは、約70%を
占める水力が乾
季には枯渇する
ためである。

•	水力は潜在的に
100 GW以上と
なる可能性があ
る。

•	ヤンゴン周辺で
は、経済特区や

工業地帯に向け
たガスパイプラ
インが多く建設
されている。

•	新しい経済特区
と工業地帯が建
設中で、さらな
る容量が必要と
なる。

プロジェクト開発

•	環境基準はます
ます厳しくなっ
ている。環境影
響評価も厳格に
行わなければな
らない。石炭火
力や大規模水力
への強い反対も
ある。

•	新しい投資法案
は州などに権限
を委譲してい
る。30 MW以下

1	 発電は大部分が国営事業者であるが、独立発電事業者（IPP）も増える傾向にある。配電は国営のMyanmar  Electric  Power  Enterprise (MEPE)が行っている。電力法案によれば、大規模配電はMinistry of Electric Power の許可を得れば行うことがで
きるとされているが、その法案がいつ法律となるかは明らかでない。

ロセスを監視し
た。

•	住友商事
が、Thilawa経済
特区での50MW
規模のガス火力
発電所の建設を
落札した。

•	三井物産
は、Navigatのミ
ャンマー子会社
の株式44%を獲
得した。同社は
50 MW規模のガ
ス火力発電所を
運営している。

•	Myanmar 
Electric Power  
Enterprise
は、Yangon 
(200 MW)と
Mingyan (75 
MW)について入
札を開始した。

でかつ全国の送
電網に接続され
ていない発電プ
ロジェクトにつ
いては、州や地
域の政府が許認
可を与えること
になっている。

•	2015年11月8日に
行われた総選挙
では、アウンサ
ンスーチー率い
るNLD党が国会
で多数議席を獲
得した。新政府
がどのような政
策を打ち出すか
はまだ明らかで
はない。

ミャンマー
設備容量：  
4,800 MW 
電力市場モデル：  
モデル 21
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市場の展望

•	現在の電化率は33%で
あるので、成長の余地
は大いにある。

•	2014年に制定された新
しい電気法により、小
規模・中規模案件の許
認可権はなるべく州に
委譲された。ただし、
大規模案件の許認可権
はMEPEに残されてい
る。

•	Myanmar Special 
Economic Zones Law 
2014 (SEZ法)は、特
定地域における大規
模プロジェクトを促
進する目的で制定さ
れた。すでに存在す
るForeign Investment 
Law 2012 (FIL)におけ
る促進策に追加するも
のである。

•	全体的な傾向として
は、発電事業に対する
外国からの投資が増え
ると予想される。また
配電事業に対しても外
国からの投資が期待さ
れる。

入札の規制

•	入札は法令上、特に要
求されていない。

•	しかし、実務上、入札
は頻繁に行われるよう
になっている。たとえ
ば、Mingyan発電所の
入札でAggrekoが落札
した件がある。

•	入札を経ずに、MEPE
とプロジェクトを交渉
することも可能であ
る。

外資系企業が直面する
問題

•	アメリカ国民はアメリ
カ財務省が管理する
「SDNリスト」上にあ
る人物や機関と取引で
きない。アメリカ国民
以外であってもそのよ
うな人物や機関との取
引については慎重にな
らざるを得ない。

•	法的制度や規制上の制
度は不確かであり、予
測可能性も低い。

•	国家信用リスクや一般
的な信用リスクが融資
に影響を与える。

•	財政システムが未発達
である。

•	担保を設定したり、
担保を実行したりす
るのが困難である。

•	標準化された売電契
約が使用されてい
る。

•	水力や石炭プロジェ
クトに対する住民の
反対がある。

開発業者が直面する
問題

•	発電の許認可を得る
プロセスが不透明
で、遅延の原因とな
り得る。

•	融資を得るのが難し
い。

•	ローンについて中央
銀行の承認を得るの
に時間がかかる。

•	Ministry of 
Environmental 
Conservation and 
Forestryによって承
認された環境影響評
価が必要である。そ
のプロセスに6か月か
ら1年かかる場合があ
る。

•	技術力のある労働者
を探すのが難しい。
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ミャンマー
設備容量：  
4,800 MW 
電力市場モデル：  
モデル 2

外資

•	 Sinohydro（中国）
•	 Toyo-Thai（タイ）
•	 APR Energy（アメリカ）
•	 Asiatech Energy（シンガポール）
•	 Global Power  Synergy PCL（タイ）、

丸紅、EDEN Group（ミャンマー）
•	 Sembcorp（シンガポール）

国内

•	 Hydropower Generation Enterprise 
(HPGE)（水力と石炭）

•	 MEPE（ガス火力と送電）
•	 Yangon Electricity Supply Corporation 

(YESC)（配電）

主な事業者

アジア太平洋における
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新たな政策・規制

•	政府は、国内外から
の投資を電力プロジ
ェクトに誘導するよ
う努めている。

•	Energy Regulatory 
Commission（ERC）
は発電事業者に対す
る新たな容量制限を
設定し、1社で電力系
統の容量の30%超、ま
たは国全体の電力系
統の容量の25%超を
所有、運営または支
配できないようにし
た。

•	アキノ政権は、エネ
ルギー分野において
次の3つの大きな柱
を定めた。(a)エネ
ルギー安全保障の確
立、(b)最適なエネル
ギー価格の達成、(c)
持続可能なエネルギ
ー計画の開発。

•	エネルギー省（DOE）
は、交通機関に対し
て、バイオ燃料、液
化石油ガス（LPG）、

圧縮天然ガス（CNG）
などの使用を推奨し
た。

•	2015年6月3
日、DOEは、Energy 
Virtual One Shared 
System（EVOSS）を
立ち上げた。官民連帯
を促進しながら、再生
可能エネルギーの申請
を合理化するためであ
る。

•	2015年9月、DOE
は、Semirara 
Mining and Power 
Corporation（SMPC）
の石炭運用契約
（COC）第5番の実行
保留を解除した。

•	Board of Investmentに
よると、2015年は前年
よりも少ない国内外か
らの投資に終わると予
想されている。 

近時の案件

•	2014年12月28日、50 
MWのBiliran地熱プロ
ジェクトについて商
業証明書が発行され

た。新しい承認の約
50%を水力発電が占
める。

•	Aboitiz Power Corp.
（AboitizPower）
とSunEdisonは共同
で、59 MWの太陽
光発電プロジェク
トのEPC契約をNari 
Group Corporation
との間で締結した。
工事費はPHP 3.5 
billionとなる予定
で、完成したらフィ
リピンで最大級の太
陽光発電プロジェク
トの1つとなる。

ビジネスチャンス

•	再生可能エネルギー
の潜在能力は高い。
バイオマスは2,000 
MW、水力は3,400 
MW（そのうち小規
模水力は1,700 MW）
、地熱は1,070 MW、
風力は500 MWの潜
在能力があるとさ
れ、太陽光にも多く
の潜在能力が残され

ている。風力やバイ
オガスにも可能性が
ある。

•	太陽光の資本支出
は、将来、大幅に減
少すると予想され
る。

•	新規の発電プロジェ
クト、初期開発業者
との共同開発、小売
電力の供給、NPC発
電所の民営化など、
事業の契機となる機
会は多い。

•	DOEは、地域の石
油、ガスおよび石炭
の探査開発のため、
第5回フィリピン・エ
ネルギー契約ラウン
ド（PECR）を実施し
た。

プロジェクト開発

•	政府は、次の5年間
で、新しい電力施設
の開設を数件計画し
ている。ルソン島で
は、2015年6月から
2019年9月までの間に

1	 従前は国営電力公社（National Power Corporation（NPC））が発電・送配電を独占していた。しかし現在は、（a）発電は民営化され（NPCが保有する発電資産は民営化の過程にある）、（b）送電も民営化され（送電資産は公有）、（c）配電・小
売りも民営化された。

た。2016年9月から
2018年11月にかけて
徐々に整備され、完
成後はミンダナオ地
域の電力増加に貢献
する。

•	2015年3月、Solar 
Philippinesが、50 
MW規模のプロジェ
クトの建設を始め
た。ルソン島で最大
の太陽光発電プロジ
ェクトである。Solar 
Philippinesは、プロ
ジェクトの開発、共
同融資、設計および
建設をすべて担当
し、国内企業で初め
て太陽光発電の開発
を統合的に行う。

•	2015年8月の時
点で、DOEは
Energy World 
Corporation、Alsons 
Energy Development 
Corporation、First 
NatGas Power Corp
などに対し、49の
承認証明書を発行し

合計2,300 MW分の電
力が系統に追加接続さ
れる。ビサヤ諸島では
442 MW分が、またミ
ンダナオ島でも2,000 
MW分が追加接続され
る。DOEによると、
現在の設備容量16,250 
MWは2030年までに
25,800 MWに増える（
約60%の増加）と予想
されている。

•	現在、石炭発電所は
全容量の35%、5,200 
MWを占める。石炭
は、比較的安価な電力
価格と安定した電力供
給を可能にしている。

•	風力や太陽光の再生可
能エネルギーは、固定
価格買取制度（FIT）
などの政府支援によっ
て成長すると見込まれ
ている。設備容量の増
加は主に石炭によって
もたらされるが、それ
以外では再生可能エネ
ルギー、ガス、そして
石油と続く。

フィリピン
設備容量：  
33,577 MW 
設備容量：  
モデル3からモデル4へ移行中1
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市場の展望

•	今後の投資は主に石炭
と天然ガスが対象とな
るであろう。

•	フィリピン政府は再生
可能エネルギーへの投
資を促しており、2030
年までに再生可能エネ
ルギーの設備容量を
15,000 MW分追加する
ことを目標にしてい
る。

•	2014年には合計220件の
再生可能エネルギー業
務契約が締結された。
これには3,184.1 MWの
潜在容量と5.1 MWの設
備容量が含まれる。

入札の規制

•	EPIRAに従い発電事業
は民営化されたため、
基本的に入札規制は存
在しない。

•	例外として、以下のよ
うなケースが存在す
る。

→	残存する国営発電所
の民営化や国営IPP
契約の民営化の場合
には、入札が行われ
る。

→	PECRに基づいた石
油・石炭の探査・
開発に関する業務
委託の場合には、
入札や協議が行わ
れる。

•	再生可能エネルギー契
約は、入札や直接協議
によって行われる。

外資系企業が直面する
問題

•	一部の分野において外
資規制がある。たとえ
ば、再生可能エネルギ
ーの探査・開発・利
用、水使用許可、土地
所有権などである。

開発業者が直面する
問題

•	官僚的な組織体質に基
づく遅延があり得る。
また、たとえば中央政
府と地方政府の双方で
許認可が必要とされる
場合、行政手続きの長
期化もあり得る。

•	環境規制遵守証明など
必要な許認可の取得可
能性が不確かである。

•	法規制やインセンテ
ィブが変わる可能性
がある。たとえば、
先着順になっている
固定買取価格制度が
変更される可能性が
ある。

•	独立発電事業者
（IPP）は、電気協同
組合など信用力のあ
る取引相手との売電
契約の確保が困難で
ある。

•	再生可能エネルギー
の高い開発費に見合
う需要がない。その
ため、化石燃料に頼
らざるを得ない。

•	フィリピンは東南ア
ジアで最も電力が高
く、2009年の平均は
USD 0.18 p kw/h であ
る。これは、(i) 群
島の地形、(ii) 発
電・送電・配電のシ
ステム、(iii)電力分
野への投資の欠如な
どが原因である。
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送電

•	 National Transmission 
Corporation（Transco）

•	 National Grid Corporation of the 
Philippines（Transcoの送電設備を運
営・保守しているフィリピン・中国
企業のコンソーシアム）

配電

•	 Manila Electric Company（フィリ
ピン最大の電力配電事業者）

•	 その他民間配電事業者や電化組合

発電

•	 NPC
•	 San Miguel Energy
•	 Aboitiz Power  Corp.
•	 First Gas/First Gen
•	 AES Transpower
•	 Energy Development Corp.
•	 K-Water
•	 KEPCO/Salcon Philippines
•	 Solar Philippines

主な事業者

フィリピン
設備容量：  
33,577 MW 
設備容量：  
モデル3からモデル4へ移行中

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



新たな政策・規制

•	2015年7月16日、
行政府は電気法の
改正案を可決し
た。この改正案
は、50年以来維持
されてきた制度に
変更を加えるもの
であり、画期的で
ある。中でも重要
な変更点は次の点
である。

→	電力市場におけ
る台湾電力の独
占を撤廃する。
台湾電力の発電
部門と送電部門
を強制的に分割
し、それぞれを
発電会社と送電
会社に保有させ
る。この2つの
会社は互いの株
式を保有できな
い。

→	国営の送電会社
を設立し、全国
的な電力供給を
行う。

→	発電事業者が政
府の価格統制な
しに直接消費者
に対して電力を
売ることを可能
にする。

→	独立電力配給セ
ンターを設立
し、系統への公
平な電力供給配
分を行う。

•	行政府は上記改正
案をいまだ立法府
に提出していな
い。そのため、改
正がいつ成立かは
不明である。

近時の案件

•	2015年4月1日、東
京電力と中部電力
は、新しい合弁会
社JERAの設立を発

ベースロード電
力を供給してい
る。6基の原子
炉すべてが3年
から10年で廃
炉となる。4つ
目の原子力発電
所（龍門）が建
設されたが、安
全面・環境面へ
の配慮のため稼
働は中断してい
る。

→	今後、特に再生
可能エネルギー
の分野で電力供
給不足に陥る可
能性がある。

•	現在、台湾の運
転予備力は低
い。2015年の第二
四半期から、運転
予備力はほぼ10%
以下であり、時に
は6%以下になる
こともある。政府
が電力供給能力増

加のための第5回
IPP募集をいつ発表
するかは明らかで
ない。

•	外資系企業にとっ
て台湾案件の投資
利益率は比較的良
好である。特別な
事情がない限り外
資系企業が湾案件
を売却する必要は
ない。

プロジェクト開発

•	台湾電力と各IPPと
の間の法的紛争が
電力市場に悪影響
を及ぼす可能性が
ある。

→	2008年と2009年
に、台湾電力は
すべてのIPPに
対して、締結済
みの売電契約に
定められている
容量費用の固定
逓減率を減らす

1	 (a) 発電はIPPにも開かれているが、国営である台湾電力が主な発電者である。(b) 送電・配電設備は台湾電力が所有する。(c) 小売りは台湾電力の独占である。

表した。台湾で
は、JERAはIPP 3
社の所有者とな
る。

•	再生可能エネル
ギーの分野で固
定買取価格制度
（FIT）が採用さ
れた。そのため外
国企業は台湾の電
力市場への参入を
検討し始めるもの
と予想される。

ビジネスチャンス

•	再生可能エネルギ
ーの需要が拡大し
ている。

→	福島原発事故以
来、原子力発電
を完全に撤廃す
るよう政府に求
める動きが広が
っている。

→	台湾には3つの
原子力発電所が
あり、4分の1の

よう求めた。IPP
の中でかかる要請
に従うものはいな
かった。

→	2013年3月、台湾
公正取引委員会
は、すべてのIPP
が台湾公正取引法
に違反し「申し合
わせて」要求を
拒絶したと判断
して、各IPPに対
して罰金を課し
た。IPP側はこれ
を法廷に持ち込
み、台北高等行政
裁判所で係争中で
ある。

•	上記事例は売電契約
の履行が不確実なも
のであることを示し
ており、外資系企業
にとってはリスクに
なり得る。

台湾
設備容量：  
41,181 MW
電力市場モデル：  
モデル 21
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市場の展望

•	再生可能エネルギ
ー、特に風力と太
陽光は奨励されて
いる。しかし、い
まだに全体の容量
の中では比較的割
合が小さい。

•	外交部は2014年8月
に、住民投票を行
うまでの3年間、新
たな原子力発電所
の建設を中止する
と提案した。しか
し、住民投票の時
期や条件などはい
まだ決まっていな
い。

入札の規制

•	台湾電力はクリー
ン・エネルギーを含
めた電力を購入して
いる。定められた目
標に達するまで、台
湾電力は指定クリー
ン・エネルギー供給
業者から電力を買い
取ることになってい
る。

外資系企業が直面す
る問題

•	台湾電力が電力市場
をほぼ独占してい
る。同市場への参入
は容易ではない。

•	外国からの投資につ
いては、通常、特に
問題はない。

開発業者が直面す
る問題

•	新規発電プロジェ
クトの開発業者
は、落札できると
いう保証なしに、
入札準備を進めな
ければならない。

•	プロジェクトに利
用される国有地の
賃貸期間は最大で
20年である。上記
期間が延長される
可能性はあるもの
の、その保証はな
い。
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外資

•	 IPPとしての日本企業
•	 機器供給・建設・保守を提供する

事業者としての日本企業
•	 アメリカや欧州の企業

国内

•	 台湾電力（送電・配電・小売りをほ
ぼ独占する）

主な事業者

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット

台湾
設備容量：  
41,181 MW
電力市場モデル：  
モデル 2



新たな政策・規制

•	タイ総合エネルギー
計画が策定された。
主に5つの計画を柱と
する。

→	電力開発計画2015
年－2036年（PDP 
2015）

→	エネルギー効率化
計画2015年－2036
年（EEP 2015）

→	代替エネルギー
開発計画2015
年－2036年
（AEDP 2015）

→	石油に関するロー
ドマップ

→	ガスに関するロー
ドマップ

•	PDP2015は、2015
年5月にEnergy 
Regulatory 
Commission of 
Thailand (ERC)と
National Energy 
Policy Council 

(NEPC)によって承
認され、2015年6月
に内閣によって認
められた。

→	2036年までに、
クリーン石炭火
力発電の合計
設備容量を20%
から25%に増や
し、隣国からの
電力購入を15%
から20%に増や
し、またガス
火力発電の合計
設備容量を64%
から40%に減ら
す。

→	再生可能エネル
ギーへの投資を
目標設備容量の
20%に増やす。

→	原子力発電プロ
ジェクトを少な
くとも20年延期
する。

•	12件の火力発電所
（合計容量1,470 
MW）について、8
つの金融機関が合
計USD 2 billionの融
資を行った。

•	B.Grimm Power  
Groupは、3件の
SPPガス火力発電
所（合計366 MW）
についてTHB 17 
billionの融資を受け
た。また13件の太
陽光発電所（合計
114 MW）について
合計THB 7.5 billion
の融資を受けた。

ビジネスチャンス

•	2015年9月、ERC
は、合計800 MWの
太陽光発電プロジ
ェクトへの入札を
開始した。落札さ
れたプロジェクト
には、25年間の固
定買取価格が与え
られる。

•	PTTとPTT LNG
は、第三者アクセ
ス（TPA）規約を
発表した。これ
は、両者が保有す
る国内パイプライ
ンと液化天然ガス
（LNG）ターミナ
ルに対する第三者
のアクセス権につ
いて規定するもの
である。

•	タイ政府
は、Industrial 
Estate Authority of 
Thailand (IEAT)
に関する法律を
廃止し、経済特区
（SEZ）に関する
法律に代えようと
している。新しい
SEZ法の下では、
外国人の土地所有
許可や外国人専門
家の入国許可など
様々な特典が予定
されている。  

1	 発電はElectricity Generating Authority of Thailand（EGAT、国有企業）とIPPが主に担う。EGATは電気をMetropolitan Electricity Authority（MEA、国有企業）とProvincial Electricity Authority（PEA、国有企業）に送電・配電する。
さらに、そこから全国に向けて送電・配電される。

•	1 MW以下の屋根
用太陽光発電は、
発電免許や工場稼
働免許を取得する
必要がなくなっ
た。

•	ERCは、再生可能
エネルギーの固
定買取価格制度
（FIT）について
新たな規則を導入
した。新しいFIT
は、一定の要件を
満たしたプロジェ
クトにのみ適用さ
れる。 

近時の案件

•	2015年6月、EGAT
は、EGATイ
ンフラ基金
（EGATIF）の発
行と売り出しを行
った。EGATIFは
EGATの発電所で
生じる収益権に対
して投資する。

プロジェクト開発

•	2015年をめどに
都市計画法が改定
される可能性があ
る。その場合、発
電所の立地に影響
がある。

•	新しいPrivate 
Investment in State 
Undertakings Act 
2013 (PPP Act)の
もとでは、（EGAT
など）官と共同で
開発された大規模
発電プロジェクト
（THB 1 billion以
上）は、官民パ
ートナーシップ
（PPP）とみなさ
れる。その結果、
同法で定められる
PPPプロジェクト
の規制に服するこ
とになる。 

タイ
設備容量：  
現在40,000 MW 
電力市場モデル：  
モデル 21
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市場の展望

•	天然ガスへの依存は
減り、その代わり
再生可能エネルギー
が増えると予測され
る。クリーン石炭は
引き続き重要視され
る。隣国からの電気
輸入も増える。

•	再生可能エネルギー
の中では、おそらく
太陽光が最も多いで
あろう。ただ、バイ
オマスや廃棄物エネ
ルギーの増加も期待
される。

•	タイ企業は隣国への
投資を増加させて
いる。また海外市場
において重要なプレ
ーヤーになりつつあ
る。

入札の規制

•	IPPプロジェクトで
は、ERCがIPP入札
への参加を呼びか
け、事業者から提案
書を受領する。

•	SPPプロジェクトに
入札はない。事業者
は、EGAT、PEA、MEA
などの国営企業オフテ
イカーとPPAを締結す
るために、EGAT等に対
して売電の提案し、売
電契約を締結するため
の認可を受ける。

•	VSPPプロジェクトに
ついては新しい入札シ
ステムが採用された。
従来は先着順であっ
た。

外資系企業が直面する
問題

•	特に大きな問題はな
い。

•	発電所の開発などが
外国事業法（FBA） 
によって制限される
ことはない。FBAはサ
ービス業などに適用
される。

•	外資系企業は、タイ
投資委員会（BOI）か
ら承認を得た場合に
は、電力プロジェク

トに利用するために
土地を所有すること
ができる。  

開発業者が直面する
問題

•	新しい都市計画法に
より、発電所を含む
工業施設の建設が制
限される地域がさら
に拡大する。

•	工場操業許可の発行
が遅延する。

•	標準売電契約では、
売電契約に関する紛
争はERCが指名する
専門家によって解
決されるとしてい
る。売電契約を仲裁
に付すためには内閣
の承認が必要なた
め、EGAT、PEAお
よびMEAは売電契約
に仲裁条項を入れる
ことに合意しない。
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外資

•	 J-POWERグループ（Gulf 
Electric Public Company 
Limited）

•	 GDF Suez（Glow Energy 
Public Company Limited）

国内

•	 Electricity  Generating Public 
Company Limited (EGCO)

•	 Ratchaburi Electricity Company 
Limited (RATCH)

•	 Global Power  Synergy Company 
Limited（PTT Groupの子会社）

•	 B. Grimm Power  Group

主な事業者

タイ
設備容量：  
現在40,000 MW 
電力市場モデル：  
モデル 2

アジア太平洋における
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新たな政策・規制

•	ビジネス全般に影
響を及ぼす新し
い法令が制定され
た。投資法、企業
法、建設法、入札
法、官民パートナ
ーシップ（PPP）
投資に関する規制
などである。

•	2015年8月、産業
省（MOIT）は、競
争的な電気卸売市
場の計画を承認し
た。

•	太陽光発電用の開
発支援プログラ
ムの導入が検討さ
れている。これ
は、2011年6月の風
力発電用プログラ
ム、2014年3月のバ
イオマス発電用プ
ログラム、そして
2014年5月の固形廃
棄物発電用プログ

ラムの開設に続く
ものである。

•	電力マスタープラ
ンVIIが改定され
る。2011年からの
電力市場の変化に
あわせて策定され
た新エネルギー戦
略を反映させるた
めである。

•	2015年9月、産業
省は、火力発電プ
ロジェクトの建
設・運転・譲渡
（BOT）に対する
投資手続きについ
て新しい規則を制
定した。

近時の案件

•	多数のBOT/IPP火力
発電プロジェクト
が進行している。

→	Duyen Hai 2、 
Van Phong 1、 
Quynh Lap 1、 
Vinh Tan 1、 

•	太陽光やバイオマ
スに関しては、規
制の枠組みがまだ
出来上がっていな
いので、ケースバ
イケースでしか行
われていない。

ビジネスチャンス

•	BOT火力発電が好
ましい場合があ
る。PPP枠組みの
もとでは、売電価
格の交渉が有利と
なり、また政府保
証を得るのも容易
となる。

•	再生可能エネルギ
ーに関しては、風
力や太陽光に大き
な可能性がある。
マスタープラン
は、風力、太陽
光、バイオマスな
どの再生可能エネ
ルギーを優先する
としている。そし

て、2020年までに
電力全体の4.5%を
占めることを目標
とする。

•	EVNの発電部門
（GENCO）の
株式化計画が
進められてい
る。2015年、6つ
の発電所を持つ
GENCO3の2016年
株式化が承認され
た。GENCO1及び
GENCO2の株式化
も予定されてい
る。これらは、独
立した卸売市場の
創設に向けた重要
な手続きである。

プロジェクト開発

•	電力市場改革の主
な目的は、新しい
投資を促すことで
ある。更なるプロ
ジェクト開発と投

1	 (a)発電は競争市場である。(b)送電は国営である。(c)卸売は2021年頃までに競争市場を創設することを目指している。(d)小売りは2023年以降に競争市場を創設することを目指している。

Nghi Son 2、 
Vung Ang 2、 
Vinh Tan 3、 
Song Hau 2、 
Long Phu 2、 
Nam Dinh 1な
ど。

•	風力発電プロジェ
クトも進行してい
る。

→	HBRE Wind 
Power Solution 
Co.が120 MW風
力発電所にVND 
6 trillionを投資
した。

→	Cong Ly Trade 
and Services 
Company Ltd. 
（ベトナム）が
120 MW風力発
電プロジェクト
の開発を進めて
いる。

資が期待される。

•	BOT火力発電プロジ
ェクトに関しては、
新しい規則が厳格な
タイムラインを設定
している。これは、
多くのプロジェクト
が遅延状態にあるこ
とを示している。

•	多くの企業が、ベト
ナムの電力供給の
展望について懸念を
有している。統計に
よれば、電気代より
も、安定的な電力供
給を重要視している
企業が多い。

•	マスタープランVII
は、引き続き石炭火
力に依存する一方
で、再生可能エネル
ギーを支援するとし
ている。

ベトナム
設備容量：  
35,000 MW
電力市場モデル： 
モデル 21
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市場の展望

•	ベトナムでは近い将
来、電力の需要が高
まると予測されて
いる。発電所の合計
容量が2020年まで
に75,000 MW、また
2030年までに146,800 
MWになることを目標
としている。

•	風力、太陽光、バイ
オマスなどの再生可
能エネルギーを優
先し、その比率を徐
々に上げる方針であ
る。

•	洪水対策、水供給、
電力生産などさまざ
まな目的のために水
力プロジェクトの発
展も優先する。

•	火力発電所を適正な
数だけ建設する。

入札の規制

•	入札は官民パートナ
ーシップ（PPP）の
プロジェクトにの
み要求される。政府

は、PPPプロジェク
トのリストを公開し
ている。

•	他の新規プロジェク
トについては、具体
的なガイドラインが
存在しない。そのた
め、一般的には入札
は必要ないとされて
いる。

外資系企業が直面す
る問題

•	再生可能エネルギー
の開発が促進される
ためには、政策や
規制の枠組みがさら
に発展する必要があ
る。

•	規制の内容が不明
瞭・不確実であるこ
とが多い。たとえ
ば、申請手順、電気
買取価格、標準売電
契約と銀行が承認す
る売電契約との格
差、政府許認可の取
得などである。

•	再生可能エネルギー
プロジェクトの開発
には多額の資金が必
要となるにもかかわ
らず、EVNに売却す
る電気の買取価格が
低すぎるため、投資
のリターンが十分で
ないことが多い。

開発業者が直面する
問題

•	財政的な制約

•	現場整理や用地補償

•	政府決定の不透明性 
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ベトナム
設備容量：  
35,000 MW
電力市場モデル： 
モデル 2

外資

•	 火力では、Formosa、AES、JAKS Resources 
Berhad、China Southern Power Grid 
Company (CSG)、住友、Janakuasa、Tai 
Kwang、Samsung、EGATi、Taka Power

•	 再生可能エネルギーでは、GE、Vetas、WPD Energy 
Vietnam、HBRE Wind Power Solution、Greta Energy 
Inc.、EAB Vietwindpower、Enfinity Asia Pacific 
Limited、Aerogie.plus Solution AG、Terra Wood, 
Belectric Solar、Global Shere、Doosan、CS Wind 
Tower、VINA HALLA Heavy Industries

国内

•	 水力では、Vietnam Electricity Corporation (EVN)
（国有企業）やその子会社Song Da Corporation

•	 火力では、EVN、PetroVietnam (PVN)（国有
企業）、Vinacomin（国有企業）、An Khanh 
Thermo-power JSC

•	 再生可能エネルギーでは、EVN、Cong Ly Trade 
and Services Company Ltd.、Vietnam Renewable 
Energy Joint Stock Company、Thuan Binh Wind 
Power Stock Company、Phu Cuong Group、Thien 
Tan Group、REC Corp

主な事業者

アジア太平洋における
主要電力市場のスナップショット



アジア太平洋のエネルギー、鉱業＆インフラストラクチャ・グループ

世界中のエネルギー、鉱業およびインフラストラクチャにおける豊富な経験をもとにして、 
当グループの専門家は皆様の事業活動を支えます。皆様が直面する様々な問題に的確に対応 
するための知識、実務感覚、そしてノウハウを提供いたします。

電力分野における専門性 

当グループは、ファイナンスから開発・運営まで、アジア太平洋そして世界中の様々な電力 
プロジェクトに携わってきました。主にプロジェクト開発業者、金融機関、政府機関、国際 
機関、工事請負業者、設備運営業者などにアドバイスを提供しております。

世界最大級の国際法律事務所として、皆様が海外進出する際には各法域に対応した法的アド 
バイスを提供いたします。また世界各地に根付いた法律事務所として、現地市場に関する深 
い知識に基づいたアドバイスを提供いたします。現地では市場先駆者としての優位性を活か 
した支援や現地キープレーヤーとの引合せなどを提供することも可能です。

執筆協力者
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ラオス
Sawanee Sethsathira
パートナー
sawanee.sethsathira@bakermckenzie.com

Chavapol Akkaravoranun
アソシエイト
chavapol.akkaravoranun@bakermckenzie.com

Pranisa Chinkulkitniwat
アソシエイト
pranisa.chinkulkitniwat@bakermckenzie.com

マレーシア
Mark Lim
パートナー
mark.lim@wongpartners.com

Faez Abdul Razak
アソシエイト
faez.abdulrazak@wongpartners.com

ミャンマー
John Hancock
パートナー
john.hancock@bakermckenzie.com

フィリピン
Felix Sy
パートナー
felix.sy@quisumbingtorres.com

Alexis Cimagala
アソシエイト
alexis.cimagala@quisumbingtorres.com

台湾
Tiffany Huang
パートナー
tiffany.huang@bakermckenzie.com

Julia King
アソシエイト
julia.king@bakermckenzie.com

タイ
Sawanee Sethsathira
パートナー
sawanee.sethsathira@bakermckenzie.com

Napas Na Pombejra
アソシエイト
napas.napombejra@bakermckenzie.com

Pattadon Tejapaibul
アソシエイト
pattadon.tejapaibul@bakermckenzie.com

ベトナム
Chi Lieu Dang
パートナー
chilieu.dang@bakermckenzie.com
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創設当初からDNAに刻まれた 
グローバルの視点

ベーカー＆マッケンジーは、45カ国以上に4,100名の弁護士を擁
する国際総合法律事務所です。グローバルな視点と多文化的アプ
ローチを通じ、各国オフィスの協力体制のもと、クライアントに
実務的かつ革新的なサービスを提供しています。私たちは世界の
国々における固有のビジネス文化を深く理解するとともに、国境
や法域をまたぐ複雑な案件に深い経験と知見を有しています。
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